
 
 

株式会社キャピタルメディカ 
「インドネシアがん化学療法センター実証調査事業」 

 近年、インドネシアでは平均寿命の向上に加えて死因が変化しており、がんによる死亡率が増加している。また、
中間所得層の急増に伴い質の高い医療サービスへのニーズは高まってきている。 

 一方、ODA等により先端医療機器は導入されているものの、検査技師や診断医師の不足等により、がんの早期発
見ができていない。また適切ながん治療を施せる医療機関も少なく、まだ外来化学療法は殆ど実施されていない。 

 本事業では、がん患者の早期発見及び高品質な治療サービスを提供する日本式化学療法センターの事業化を目
指し、日本の画像診断サービスと日本式化学療法の実証調査を実施。 

事業概要 

 合計145件を遠隔画像診断を実施し、セカンドオピ
ニオンを提供した。 
 
 
 

 42件の乳がん検診（マンモグラフィ）の有所見率は
26％であった。（対象者の平均年齢48.6才） 
 

これまでの成果 

CT MRI PET MMG 合計 

合計 43 58 2 42 145 

１．画像診断・遠隔読影の導入実証 

分類 人数 割合 

カテゴリー1 異常なし 28 66.7% 

カテゴリー2 良性 3 7.1% 

カテゴリー3 
良性、しかし悪性を否定でき
ず 

7 16.7% 

カテゴリー4 悪性の疑い 1 2.4% 

カテゴリー5 悪性 3 7.1% 

合計   42 100.0% 

２．日本式化学療法の導入実証 

 外来化学療法として日本で一般的に行われている治
療プロトコル・レジメンの策定、抗がん剤準備から患
者への薬剤投与、そして副作用対策までの一連の工
程を日本式化学療法の運営システムとして導入実証。 

 2名の実患者に対して実施。以下は一例。 
 
 
 

乳がん  術前病変縮小療法 

課題 
・従来のレジメンでは化学療法1回あたりの輸液量が

3,000ccと多く投与時間が720分。 
・不十分な被爆対策、副作用対応 

実証
事項 

・薬剤の前日準備 
・レジメン見直しによる治療時間の短縮 
・日本式看護ケア、患者教育の実施 

成果 
・薬剤ミキシング時間の短縮（120分から60分） 
・投与時間の短縮（720分から360分） 
・防護服の簡素化、セルフモニタリングシートの作成等 
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 日本式化学療法が医療サービスとして付加価値を有すこと、またインドネシアの医療現場において制度環境面に
特段の障壁なく再現可能であることは実証・確認。 

 しかし化学療法サービス単独での事業化は、①高効率運営によるコスト低減効果が限定的、②中間所得層を取り
込みにくい、③相当規模のがん患者集患の必要性、④薬剤に左右されるボラティリティの高い事業モデル等から
困難との結論。 

 増加するがん患者への対策として、日本が優位性を持つがんの総合診療サービスを提供する事業体（がんセン
ター）の設置の検証。 

 現地流儀のローカル病院内での部分的な日本式医療サービスの提供には限界があるため、病院全体を日本式で
統一できる運営体制の構築。 

今後の課題 


